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1 地域の概要 

1.1 対象地域の範囲 

本構想の対象地域の範囲は北海道西興部村とする。 

バイマオマス産業都市「下川町」とバイマオマス産業都市「興部町」が隣接し、国道 239

号で結ばれている地域。 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

                              出典：西興部村 HP、google 

図 西興部村の位置 

 

1.2 作成主体 

本構想の作成主体は北海道西興部村とする。 
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図 西興部村 HP 
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1.3 社会的特色 

1.3.1 歴史・沿革 

本村は明治 37年、下川より小林四郎左衛門が

上興部に入地したことが西興部村開拓の起源と

される。明治 44年頃から本村の林業が本格的に

開始し、主に松、桂、檜などの丸太や角材が流

送によりオホーツク海まで運ばれ、船積みされ

ていた。大正 4年に二級町村制が施行された当

初は、興部村(現：興部町)の一部であった。大

正 10年、名寄本線が全通したことにより本村 3

駅の土場には多くの原木が山積みされ、遠く本

州まで運ばれるなど林業が栄えた。 

西興部地域から興部村役場への不便さと漁村

を抱える興部地区との利害の不一致が生じたこと、さらに西興部地域の経済力と人口の増

加により、分村を望む声が高まり、大正 14年１月１日、現在の西興部村が誕生した。 

村の名の由来である「興部」とは、アイヌ語の「オウコッペ」より転訛したもので、「川

尻の合流したところ」の意があり、当時、興部川と藻興部川が川尻で合流してオホーツク

海に注いでいたことから名付けられた。本村は興部の西方に位置するので、西の字を冠し

たものである。 

 開拓当初の農業は厳しい冬を越すための自家用作物の作付けが主であった。大正 3年に

なり、戦争の影響から豆類、ハッカ、澱粉などが換金作物として作付されるようになった。

馬鈴薯を原料とする澱粉工場等が相次ぎ創業し、本村地域の黄金期を迎えた。しかし、そ

の後は澱粉の需要も減り、冷害凶作も重なったことから昭和 40年代には完全な酪農地帯へ

となった。 

 平成 16年 7月、北海道から西興部村全域での

猟区改札の認定を受けた。これにより有料の猟

場として、入猟者数や入猟日、捕獲数などを NPO

法人「西興部村猟区管理協会」が独自に管理す

ることとなった。平成 27年度は 9月 15日から

4月15日の猟期間中に村外から87名が入猟し、

計 225頭を捕獲している。 

 村には鳥獣処理加工センター(食肉加工セン

ター)である「西興部ワイルドミート」があり、

捕獲されたエゾシカの処理・加工を行っている。 

  

写真 旧上興部駅 

(現在、鉄道資料館) 

写真 NPO法人西興部村猟区管理協会ＨＰ 



3 

 

1.3.2 人口 

本村の人口は 1,118人、世帯数は 501戸(平成 27年 10月 1日国勢調査)であり、1世帯

当りの人口は 2.2人となる。昭和 10年(1935)の 4,867人をピークとし、近年まで減少傾向

に推移している。 

人口構成は平成 22年国勢調査によると、年少人口(0～14歳)が 109人で 9.6％、生産年

齢人口(15～64歳)が 643人で 56.7％、老年人口(65歳以上)が 383人で 33.7％となり、少

子高齢化が進んできている。 

 

表 人口・世帯数の推移 

西暦 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 

和暦 60 H2 7 12 17 22 27 

人口 1,446 1,310 1,253 1,314 1,224 1,135 1,118 

世帯数 540 503 498 539 523 516 501 

 

 

図 人口・世帯数の推移 

出典：国勢調査（昭和 60～平成 27年） 
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1.4 地理的特色 

1.4.1 位置 

本村は北海道の北東部・オホーツク総合

振興局管内の西北端に位置し、北見山脈の

北東域に位置する。東と北は興部町、南は

滝上町、西は下川町（上川総合振興局）に

接し、北緯 44度 12分から 44度 26分、東

経142度48分から143度4分の間に位置す

る。 

最寄りの都市は村の中心部から西側最寄

りの名寄市、東側最寄りの紋別市までが

それぞれ約 50kmで結ばれ、社会的・経済

的あるいは消費生活面でもこの両市とのつながりは大きい。 

1.4.2 地形 

本村は平坦地が極めて少なく、大部分は標高平均 400m 程度で激しく起伏する山岳地帯

である。そのため、興部川・藻興部川沿いに狭長な農地があるものの、北海道における平

坦で広大な農地とは異なる風景である。 

1.4.3 交通体系 

本村は主要道路として国道 239号線が東西に走っているほか、道道 3路線が村内の各集

落を結び、人々の生活を支えている。 

JR名寄本線は平成元年に廃止され、その後、沿線自治体による名寄線代替バス運営協議

会がバス路線として運行し、村には名寄と紋別を結ぶ路線が一日に 6～7便あるほか、村営

バスが村内各地を結ぶ補完的な機能を果たしている。 

航空路線は西興部市街地から約 60km にオホーツク紋別空港がある。このオホーツク紋

別空港はオホーツク総合振興局と本州を繋ぐ窓口の拠点となっている。 

1.4.4 気候 

本村の気候はオホーツ海気圧の影響を受け、概して低温な気候で、過去 5 年間(2010 年

〜2014年)の平均気温は 5.74℃、年平均降水量 1,070mm、年平均最深積雪 1.10mである。

夏は海流の影響を受けた濃霧によって、長期の低温が多くなる。年間日照時間は 1,464.4 

時間（1987～2010年の平均）である。 

  

写真 村のＰＲポスター 
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1.4.5 面積 

本村の面積は 308.08km2で、東西 21km、南北 24km と、わずかに北に細長い地形である。

基幹産業である酪農業において利用されている畑が 16.46km2(5.3%)、牧場が 4.60km2(1.5%)

である。総面積のうち山林が 270.30km2と 87.7%を占める山間地である。村の起源である林

業で利用されていた森林資源が今後、伐期を迎えてくる。 

 

  
平成 25年 

面積 (㎢) 割合 (%) 

畑 16.46 5.3% 

牧場 4.60 1.5% 

原野 6.90 2.2% 

雑種地 0.45 0.1% 

宅地 0.59 0.2% 

山林 270.30 87.7% 

その他 8.81 2.9% 

総面積 308.12 100.0% 

 

表・図 土地利用状況(平成 25年) 

出典：北海道統計書(平成 25年１月１日) 

  



6 

 

1.5 経済的特色 

1.5.1 産業別人口 

本村の 2010（平成 22）年度における産業別の就業人口は第 1 次産業が 99 人(18.2％)、

第 2次産業は 111人(20.4％)、第 3次産業は 335人(61.5％)と第 3次産業の割合が最も多

い。基幹産業である第1次産業の内訳は農業が71人(13.0％)、林業が27人(5.0％)である。

昭和 60年では 179人で全体の 23.3％を占めていた農業の就業人口は減少傾向に推移して

いる。 

 

 

図 産業別就業人口の推移 

                          出典：国勢調査(平成 22年度) 
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表 産業別就業人口(上段：割合、下段：人口) 

年 
1985 1990 1995 2000 2005 2010 

（昭和 60) (平成 2) (平成 7） (平成 12) (平成 17) (平成 22) 

第 1次

産業 

農業 
23.3％ 20.6％ 17.6％ 12.7％ 13.0％ 13.0％ 

179人 140人 115人 85人 78人 71人 

林業 
11.4％ 7.8％ 6.9％ 3.0％ 4.3％ 5.0％ 

88人 53人 45人 20人 26人 27人 

漁業 
0.3％ 0.6％ 0.6％ 0.1％ 0.2％ 0.2％ 

2人 4人 4人 1人 1人 1人 

  
計 

35.0％ 28.9％ 25.1％ 15.9％ 17.5％ 18.2％ 

  269人 197人 164人 106人 105人 99人 

第 2次

産業 

鉱業 
0.9％ 1.5％ 0.0％ 3.0％ 0.0％ 0.0％ 

7人 10人 0人 20人 0人 0人 

建設業 
17.2％ 15.1％ 14.4％ 18.4％ 10.4％ 8.6％ 

132人 103人 94人 123人 62人 47人 

製造業 
10.8％ 13.7％ 10.9％ 8.8％ 8.7％ 11.7％ 

83人 93人 71人 59人 52人 64人 

  
計 

28.9％ 30.2％ 25.3％ 30.3％ 19.0％ 20.4％ 

  222人 206人 165人 202人 114人 111人 

第 3次産業 
36.2％ 40.8％ 49.6％ 53.8％ 63.4％ 61.5％ 

278人 278人 324人 359人 380人 335人 

計 
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

769人 681人 653人 667人 599人 545人 

出典：国勢調査（平成 22年） 
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1.5.2 事業所数 

本村には 90 事業所あり（平成 26 年）、産業大分類別の内訳を見ると医療・福祉業や宿

泊・飲食サービス業などの第 3次産業の従業者数が 74％を占め、第 2次産業が 20.2％、第

1次産業が 5.8％である。 

 

表 業種別事業所数（平成 26年） 

  
事業所数 従業者数 

軒 人 % 

第 1次産業 

農業 4 20 4.2% 

林業 1 8 1.7% 

漁業 － － 0.0% 

小計 5 28 5.8% 

第 2次産業 

鉱業，採石業，砂利採取業 － － 0.0% 

建設業 6 39 8.1% 

製造業 3 58 12.1% 

小計 9 97 20.2% 

第 3次産業 

電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 0.2% 

情報通信業 1 2 0.4% 

運輸業，郵便業 1 7 1.5% 

卸売業，小売業 14 35 7.3% 

金融業，保険業  2 3 0.6% 

不動産業，物品賃貸業 1 1 0.2% 

学術研究，専門・技術サービス業 1 2 0.4% 

宿泊業，飲食サービス業 12 64 13.3% 

生活関連サービス業，娯楽業 8 6 1.2% 

教育，学習支援事業 7 38 7.9% 

医療，福祉 9 122 25.4% 

複合サービス事業 3 16 3.3% 

サービス業(他に分類されないもの) 10 13 2.7% 

公務(他に分類されるものを除く) 6 46 9.6% 

小計 76 356 74.0% 

合計 90 481 100.0% 

                         出典：平成 26年経済センサス 
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出典：平成 26年経済センサス 

図 業種別事業所数（平成 26年） 
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1.5.3 農業 

本村の基幹産業である農業は旧来の畑作主体から、地域の自然環境に適した酪農へと転

換した。その後、小規模酪農から規模拡大を進めるため、老朽化した牛舎の新設や外国人

労働者の受入れ、法人化による労働力の確保、大型機械の導入、TMR センターの整備によ

る草地基盤の効率的活用と飼料の安定供給を図り、農業の近代化を進めてきた。 

平成 27年 3月末現在、農家戸数は 16戸(うち法人 2)で、農家人口は 86人である。畑作

農家がいないため、16戸の農家は全て酪農家であり、飼料となる牧草やデントコーンを栽

培している。平成26年12月末現在、乳牛飼養頭数は 3,092頭、年間生乳生産量は 15,298t、

年間生産額は 137,990万円である（平成 26年 12月農協調査）。 

村の搾乳量は増加傾向に推移しており、平成 20年度では 12,000kL以下であったが、飼

養頭数の増加もあり平成 27年度には 16,000kLを超えている。 

農業分野におけるバイオマスはほとんどが乳牛ふん尿であり、飼養頭数の増加に伴い、

ふん尿の発生量も増加傾向である。 

 

表 西興部村における搾乳量の推移 

 

出典：平成 28年 3月西興部村酪農近代化計画書 

 

 

・TMRセンター「(株)西興部グラスフィードファクトリー」 

村内には 16戸のうち、10戸が参加する TMRセンター「(株)

西興部グラスフィードファクトリー」は平成19年12月に設立、

平成 21年７月から本格稼働している。主に飼料作物の生産と供

給を行い、牧草 680ha、デントコーン 220haを管理している。 

・共同利用組合「239グラスマスター」 

 TMRセンターに参加していない 6戸のうち、4戸が参加する農業生産組織「239グラ

スマスター」は 2001年に設立し、飼料収穫を共同で行っている。 

西興部村の農業団体 
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1.5.4 林業 

平成 22年 2月現在、経営体数は 34経営体である（平成 22年世界農林業センサス）。 

本村の森林面積は平成 27年 3月に 27,496haであり、民有林が 13.3％、村有林が 4.3%、

国有林が 0.0%、道有林が 82.4%である。民有林の樹種別面積では針葉樹が 58.1%を占める。 

 

表 森林面積の保有者形態別割合及び樹種別割合（平成 25・27年） 

所有区分 
面積 (ha) 蓄積 (千㎥) 

計 天然林 人工林 無立木地 その他 計 針葉樹 広葉樹 

森林管理局所管国有林 0 - - - - 0 - - 

その他国有林 0 - - - - 0 - - 

道有林 22,659 17,653 5,004 2 - 3,605 1,648 1,957 

村有林 1,171 620 550 1 - 186 108 78 

その他民有林等 3,666 2,016 1,570 80 - 583 339 244 

計 27,496 20,289 7,124 83 0 4,374 2,095 2,279 

出典：保有者形態別割合は西興部村産業建設部（平成27年 3月） 
樹種は北海道林業統計（平成 25年） 

 

1.5.5 商業 

平成 26 年における卸売・小売事業所数は 13 事業所、従業者数は 33 名で、年間商品販

売額は 54,300万円である（平成 26年商業統計調査）。事業所数、従業者数、年間商品販売

額、売場面積のいずれもが減少傾向である。 

 

表 商業の動向 

項 目 事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積 

単 位 箇所 人 百万円 ㎡ 

平成 19年 20 52 959 1,202 

平成 26年 13 33 543 590 

                               出典：商業統計調査 
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1.5.6 工業（製造業） 

平成 25 年における事業所数は 3 事業所、従業者数は 61 名で、年間生産額は 82,761 万

円である（平成 25年経済センサス）。事業所数は大きく変動していないものの、従業員数

や製造品出荷額、付加価値額等は増加傾向である。 

この 3事業者のうち、1 事業者は飼料業の TMR センターであり、基幹産業である農業と

連携した製造業である。 

 

表 製造品出荷額等の推移 

年度 事業所数 
従業員数 

（人） 

製造品 

出荷額 

（万円） 

付加価値額

等(万円)) 

2002 (平成 14) 3 47 29,369 9,587 

2003 (平成 15) 3 48 38,579 15,180 

2004 (平成 16) 3 52 45,217 19,185 

2005 (平成 17) 3 57 42,449 18,644 

2006 (平成 18) 2 51 x x 

2007 (平成 19) 2 52 x x 

2008 (平成 20) 2 51 x x 

2009 (平成 21) 2 46 x x 

2010 (平成 22) 2 51 x x 

2011 (平成 23) 3 65 79,904 21,433 

2012 (平成 24) 3 62 84,593 32,302 

2013 (平成 25) 3 61 82,761 33,871 

                         出典：工業統計調査等 

      ※ 事業所数が 2の年度は、個人情報保護の観点から、製造品出荷額および付

加価値額等は明らかにされていない。 
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1.6 再生可能エネルギーの取組み 

本村の再生可能エネルギーの取組みは、バイオガスプラントと太陽光発電である。バイ

オガスプラントは平成 12年に 1基(37kW)が建設されたものの、機械トラブルによる改修費

が高額であることからやむを得ず現在は休止中である。現在、酪農法人においてバイオガ

スプラントが 1基建設中であり、完成すると 300kWを発電する予定(平成 28年 12月から稼

働予定)である。 

太陽光発電は平成 28年度 3月現在で 4件、出力数合計約 26.5kWである。 

平成 11年 7月～平成 12年 6月までの１年間、風力発電の導入のための風況精査を実施

している。しかし、年平均風速が評価基準に満たなかったこと、北海道電力との協議にお

いて連系可能な容量が小容量であったことから導入を断念した。 

  

 

表 再生可能エネルギー発電施設の設置状況 
再生可能 
エネルギー 
の種類 

施設名称等 
発電能力 
（kW） 

設置主体 設置年度 

太陽光発電 個人住宅、共同住宅・事業所・集会所等 26.5 個人・民間等 H26～27 

バイオマス
発電 

バイオガスプラント(１基) 300 法人農家 
H28年度 
完成予定 

出典：西興部村 

 

表 再生可能エネルギー導入量の推移 

年度 
バイオマス発電 

（kW） 

風力発電 

（kW） 

太陽光発電 

（kW） 

小水力発電 

（kW） 

平成 25年度 － － 6.0 － 

平成 26年度 － － 16.4 － 

平成 27年度 － － 26.5 － 

平成 28年度 300 － － － 

合 計 300 － 26.5 － 

出典：西興部村 
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2 地域のバイオマス利用の現状と課題 

2.1 バイオマスの種類別賦存量と利用量 

本村におけるバイオマスの種類別賦存量と利用量は下記の表及び図である。 

本村における廃棄物系バイオマスの賦存量は年間 48,501tである。そのうち、乳牛ふん

尿が最も多く 48,289tであり、全体の 99.6％を占める。現在、廃棄物系バイオマスはほと

んどが既に利用されている。しかし、乳牛ふん尿は処理しなければならない量が多く、酪

農業の営みで毎日排出されるものであり、農家の労働的、経済的な負担となっている。乳

牛ふん尿以外の廃棄物系バイオマスとして、本村では食品廃棄物、下水道汚泥、エゾシカ

と体を処理している。 

木質バイオマスは間伐材であり、既に利用できる間伐材は村有林と民有林から 77.5％が

搬出されており、未利用の林地残材は多くない。 

 

表 地域のバイオマス賦存量及び現在の利用状況 

 

出典：西興部村統計データ(平成 28年度調査とりまとめ) 

  

  

処理方法 仕向量 利用方法 利用量 利用率

乳牛ふん尿 48,289 99.6%
堆肥化、
スラリーばっ気処理

48,289 肥料(堆肥、スラリー) 48,289 100.0%

食品廃棄物 92.4 0.2% 生ごみ処理機(堆肥化) 92.4 肥料(堆肥) 92.4 100.0%
下水道汚泥 67.4 0.1% バーク堆肥化処理 67.4 肥料(堆肥) 67.4 100.0%

解体、食肉加工 20.65 自家消費、販売 20.65 39.5%

エスパス菌処理 31.6
なし
(残渣は消滅)

0 0.0%

計 48,501 100% 計 48,501 計 48,469 99.9%
用材化 1,782 販売 1,782 45.5%
バイオマス原料化 1,256 販売 1,256 32.1%
林地残材 882 なし 0 0.0%
用材化 113 販売 113 33.3%
バイオマス原料化 151 販売 151 44.2%
林地残材 77 なし 0 0.0%

計 4,261 100% 計 4,261 計 3,302 77.5%

間伐材
(民有林)

341

現状(平成27年度)
バイオマス

廃棄物系
バイオマス
(単位：t/年)

木質
バイオマス

(単位：m
3
/年)

3,920

賦存量

92.0%

8.0%

0.1%エゾシカと体 52.3

間伐材
(村有林)
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2.2 バイオマス活用状況及び課題 

下記の表に廃棄物系バイオマス、木質バイオマスの活用状況と課題を示す。廃棄物系バ

イオマスは排出されるほとんどが既に利用されている。そのうち、乳牛ふん尿が最も排出

量が多く 99.2％を占める。酪農地帯で発生する乳牛ふん尿は地域で発生する貴重な有機資

源であり、本村においても乳牛ふん尿は全量が農地に還元されている。 

しかし、1 戸あたりの飼養頭数の増加に伴うふん尿量の増加、1 頭あたりの搾乳量の増

加によるふん尿の軟便化が進み、適切なふん尿処理が困難となってきている。現在の処理

方法は堆肥舎による堆肥化やスラリーストアによるばっ気であるが、堆肥化には大量の敷

料と人手の確保、ばっ気には多額の電気代が必要である。農家ではふん尿処理への経済的・

人的な投資が難しく、完熟した堆肥やスラリーまで処理できていないのが現状である。そ

のため、農地への散布時には悪臭が周辺に立ち込め、住民からの苦情も少なくない。未熟

な堆肥やスラリーは散布した後にも微生物により分解されるため、農産物の生育を阻害す

るガスなどが発生する可能性も高い。 

家畜ふん尿を原料としてバイオガスプラントによって処理することにより生産される

バイオガス消化液は、有機質の循環による土壌の肥沃化、化学肥料削減による低コスト化、

有機農業による農業の高付加価値化が期待できる。 

本村では乳牛ふん尿の適切な処理を最優先し、地域のバイオマスを有効活用する手段と

してバイオガスプラントの建設を検討する。 

 

表 廃棄物系バイオマスの活用状況と課題 

バイオマス 活用状況 課題 

全般 ・村内で排出される廃棄物系バイオマス

は既にほとんどが利用されている。 

・廃棄物系バイオマスのうち最も排出さ

れているのは乳牛ふん尿であり、

99.6％を占める。 

・乳牛ふん尿は廃棄物系バイオマスの中

でも最も排出量が多く、経済的、人的

な投資が困難な状況である。農地負荷

の軽減、環境保全などの観点から適切

な処理が必要。 

・乳牛ふん尿以外の廃棄物系バイオマス

の処理コストの低減が課題であり、バ

イオガスプラントへの投入による処

理コストの軽減を検討する。 

乳牛ふん尿 ・現在は TMRセンター及び農家が堆肥舎

やスラリーストアでふん尿を処理し、

農地還元している。 

・農家 16戸のうち 15戸が参加する集中

型バイオガスプラント事業の検討を

進めている。 

・集中型プラントに参加しない 1戸は自

己資金で個別型プラントを建設中で、

2016年 12月頃に完成予定である。 

・1 戸あたりの飼養頭数の増加に伴い、

ふん尿量も多くなり、適切な処理が困

難になっている。 

・1 頭あたりの搾乳量の増加により、ふ

ん尿が軟便化し、堆肥化処理が困難と

なってきている。 

・未熟な堆肥やスラリーは農地負担が大

きいだけでなく、雑草増加の原因にも

なっている。散布時の悪臭は近隣住民

の生活環境に悪影響である。 

・家畜ふん尿の適切な処理と有効活用が
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急務である。 

食品廃棄物 ・生ごみ処理機により堆肥化処理してい

る。 

・堆肥は公共の花壇や村民が利用してい

る。 

・現在の処理方法では電気・灯油代と修

理代で年間約 160万円であり、処理コ

ストの低減が課題である。 

・バイオガス生産量の増加が期待できる

ため、バイオガスプラントへの投入を

検討する。 

下水道汚泥 ・近隣する町の堆肥化工場へ運搬し、バ

ーク堆肥化処理されている。 

・地域外に処理を委託している。処理委

託費は年間約 50万円(運搬費別)であ

り、処理コストの低減が課題である。 

・バイオガス生産量の増加が期待できる

ため、バイオガスプラントへの投入を

検討する。 

エゾシカと体 ・村内では年間 747 頭(平成 27 年度)が

捕獲され、食肉として利用されない分

として約 60％がエスパス菌により処

理されている。食肉加工場からの廃棄

物もエスパス菌により処理している。 

・エスパス菌による処理は年間約 60万

円(人件費別)であり、処理コストの低

減が課題である。 

・バイオガスの生産量の増加が期待でき

るため、バイオガスプラントへの投入

を検討する。 

・エゾシカと体は骨なども含まれ、解体

に手間がかかるため、すぐに全部を投

入するのは難しい。食肉加工場からの

廃棄物は各部位に分かれているため、

優先的に投入を考える。 

 

  

写真 エスパス菌処理しているエゾシカと体の様子 

 

表 木質バイオマスの活用状況と課題 

バイオマス 活用状況 課題 

間伐材 ・村有林と民有林の間伐材のうち、既に

利用できるものは搬出され、用材もし

くはバイオマス原料として販売して

いる。 

・バイオマス原料は村外の木質バイオマ

ス発電会社に販売している。 

・既に利用できる間伐材は搬出されてい

るものの、林業従事者が減少傾向であ

るため、今後も継続できるかが課題。 

・近い将来、伐期を迎えるため公共施設

における木質バイオマスボイラーな

どへの有効利用を検討する。 
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3 目指すべき将来像と目標 

3.1 背景と趣旨 

3.1.1 総合計画 

本村は将来像として「やすらぎ、かがやき 夢ファーム にしおこっぺ」を基本構想に

掲げる「第 4期西興部村総合計画」(計画期間：平成 24～33年度)に基づいて、その実現に

向けて各種施策を展開している。 

本構想は同計画の分野別目標のうち、「美しく快適で安全なむら」、「活力と交流のむら」

の実現を目指すことを目的として、同計画における主要施策のうち、再生可能エネルギー

の調査・研究、環境保全型農業の確立、森林資源の活用等の具体的な事業展開を示すもの

として位置づける。 

  

図 第 4期西興部村総合計画 
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3.1.2 地方創生総合戦略 

平成 27年 12月には、今後 5年間(平成 27年度～平成 31年度)の人口減少問題に資する

基本目標を記載した「西興部村まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、本村の目指

す姿として「村民の夢叶う村づくり」を掲げている。「まち」では人口減少等を踏まえた地

域コミュニティ形成に向けた戦略、「ひと」では観光振興と移住促進の戦略と若い世代の子

育ての戦略、「しごと」では安定した人材確保と雇用創出の戦略をそれぞれ策定している。

この「しごと」の戦略では、具体的な施策の 1つを「酪農業の競争力強化に向けた取り組

み」とし、乳牛ふん尿のバイオマスエネルギーの導入可能性調査を計画し、平成 27年度に

実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 西興部村まち・ひと・しごと創生総合戦略 
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3.2 目指すべき将来像 

本村は、人口規模の小さな村で、基幹産業である酪農家戸数も現在 16 経営体である。

このスモール・メリットを活かし、前項の背景と趣旨を受けて、本構想により、本村の乳

牛ふん尿を中心とした種々のバイオマスの現状と課題を明らかにし、これを活用する事業

化プロジェクトを策定し実現することにより、次に示す将来像を目指す。 

 

①持続可能な循環型酪農の早期実現 

村内の乳牛ふん尿を主原料とするバイオガスプラントを軸としたバイオマス利活用推

進の加速化は、河川や地下水の水質改善、臭気低減を中心とした更なる環境保全に貢献す

るだけでなく、酪農家の乳牛ふん尿処理負担軽減と、安定した高品質の消化液(液肥)供給

による地域資源の有効活用、及び再生可能エネルギーの創出に繋がる。 

本村のスモール・メリットを活かし、全村を一地域とした全経営体によるバイオガスプ

ラント事業の早期取り組み、売電による収入確保により持続可能な循環型酪農を目指す。 

 

②新たな産業・雇用創出と地域経済の活性化 

本構想は、これまで厄介者とされてきた乳牛ふん尿を主原料としたバイガスプラントを

行政、酪農家、地域企業が連携し、売電を前提とするバイオガス販売、乳牛ふん尿処理料

金、再生敷料販売の収入による経済性を確保したシステムを構築する。規模拡大と共に労

働力不足が課題となっている酪農業であるが、バイガスプラント事業による収入を活用し、

コントラクター(農作業の外部委託)の充実を図ると共に、余剰熱の有効利用による新たな

産業と雇用の創出を目指し、バイオマス産業化のモデルケースとなるべく、農林業を中心

とした地域経済活性化を推進する。 

 

③地域再生可能エネルギーの生産による災害に強いまちづくり 

本村は、人口規模の小さな村であるとともに、自然災害の極めて少ない地域でもある。

しかしながら、近年の異常気象による災害が各地で発生しており、いつ、何処でも災害が

起きてもおかしくない状況である。バイオガスプラントによる産業や村民生活において処

理している廃棄物系バイオマスの活用により、化石資源の代替による CO2排出量を低減す

るだけでなく、安定した再生可能エネルギーの生産による自立・分散型エネルギー供給体

制を確立することで災害に強いまちづくりを目指す。 
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図 西興部村バイオマス産業都市イメージ図 
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3.3 達成すべき目標 

3.3.1 計画期間 

本構想の計画期間は、「第４期西興部村総合計画」等、他の関連計画（詳細は、「８．他

の地域計画との有機的連携」参照）とも整合・連携を図りながら、平成 28 年度から平成

37年度までの 10年間とする。 

なお、本構想は、今後の社会情勢の変化等を踏まえ、中間評価結果に基づき概ね 5年後

(平成 32年度)に見直すこととする。 

 

3.3.2 バイオマス利用目標 

本構想の計画期間終了時(平成 37年度)に達成を図るべき利用量についての目標及び数

値を次表のとおり設定する。（なお、賦存量は構想期間終了時も変わらないものとして記載

する。） 

表 バイオマス利用目標 

種類 バイオマス 利用目標 

廃棄物系 

バイオマス 

全般 ・現在の利用率を継続する。 

・乳牛ふん尿はバイオガスプラントによる処理を目指す。 

・その他の廃棄物系バイオマスもバイオガスプラントに投入し、バイ

オガス生産量の増加を図る。 

乳牛ふん尿 ・現在、利用率 100％であるものの、資源の有効利用や環境保全など

の観点からバイオガスプラントにより適切に処理する。 

・バイオガスプラント処理を導入し、利用率 100％を継続する。 

・乳牛ふん尿の中でも経産牛は排出する量が多く、水分率も高いので

バイオガスプラントへの投入を最優先とする。育成牛のふん尿は水

分率が高くないので、既存の堆肥舎での処理を継続し、プラント稼

働と共に徐々に投入していく。 

食品廃棄物 ・バイオガスプラントへの投入により利用率 100%を継続する。 

下水道汚泥 ・バイオガスプラントへの投入により利用率 100%を継続する。 

エゾシカと体 ・現在、エスパス菌処理しているエゾシカと体のうち、食肉加工場か

らの廃棄物を中心に 20％をバイオガスプラントへ投入する。バイ

オガスへの投入、自家消費と販売により利用率 51.6％を目指す。 

木質 

バイオマス 

間伐材 ・現在の利用率 77.5％を継続する。 

・現在、バイオマス原料として村外に販売している間伐材の 50％を

公共施設での木質バイオマスボイラーなどに利用する。 
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表 構想期間終了時（平成 37年度）のバイオマス利用量（率）の達成目標 

 
 

  

処理方法 仕向量 利用方法 利用量 利用率

乳牛ふん尿 48,289 99.6%
バイオガス
プラント処理

48,289 肥料(消化液) 48,289 100.0%

食品廃棄物 92.4 0.2%
バイオガス
プラント処理

92.4 肥料(消化液) 92.4 100.0%

下水道汚泥 67.4 0.1%
バイオガス
プラント処理

67.4 肥料(消化液) 67.4 100.0%

解体 20.7 自家消費、販売 20.7 39.5%
バイオガス
プラント処理

6.3 肥料(消化液) 6.3 12.1%

エスパス菌処理 25.3
なし
(残渣は消滅)

0.0 0.0%

計 48,501 100% 計 48,501 計 48,476 99.9%
用材化 1,782 販売 1,782 45.5%

村内利用 628 16.0%
販売 628 16.0%

林地残材 882 なし 0 0.0%
用材化 113 販売 113 33.3%

村内利用 75 22.1%
販売 75 22.1%

林地残材 77 なし 0 0.0%
計 4,261 100% 計 4,261 計 3,302 77.5%

バイオマス
目標(平成37年度)

賦存量

廃棄物系
バイオマス
(単位：t/年)

エゾシカと体 52.3 0.1%

木質
バイオマス

(単位：m
3
/年)

間伐材
(村有林)

3,920 92.0% バイオマス原料化 1,256

間伐材
(民有林)

341 8.0% バイオマス原料化 151
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4 事業化プロジェクト 

4.1 基本方針 

近年、未曾有の被害をもたらした東日本大震災及び原子力発電所の事故に伴い、低炭素

社会や資源循環型社会の実現はもちろんのこと、震災からの復旧・復興を起点とした農林

漁業の再生や地域分散型の資源やエネルギーの供給・調達等の観点からも、再生可能エネ

ルギーに大きな期待が持たれている。 
本村においては既に小規模な太陽光発電が導入され、法人農家がバイオガスプラントの

建設を進めている。 
本村のバイオマス賦存量及び利用状況を調査した結果、バイオマスの中で乳牛ふん尿が

豊富であることが明らかとなった。また、将来的には村の地域特色である豊富な森林を有

効活用し、公共施設のボイラー利用も検討する。 

本構想では乳牛ふん尿の適切な処理を中心とするバイオガスプラントプロジェクト、木

質バイオマスの村内利用を目指す木質バイオマスプロジェクトによって目指すべき将来像

を実現する。 
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表 西興部村バイオマス産業都市構想における事業化プロジェクト 

プロジェクト 
バイオガスプラント 

プロジェクト 

木質バイオマス 

プロジェクト 

バイオマス 

乳牛ふん尿 

食品廃棄物 

下水道汚泥 

エゾシカと体 

間伐材 

 

発 生 

農家 

一般家庭 

給食センター 

高齢者福祉施設 

レストラン 

下水処理場 

食肉加工場 

森林 

 

変 換 
嫌気性発酵による 

バイオガス化 

チップ化 

利 用 
バイオガス 

（電気・熱） 

ボイラー燃料 

目

的 

地球温暖化防止 ○ ○ 

低炭素社会の構築 ○ ○ 

リサイクル 

システムの確立 
○ ○ 

廃棄物の減量 ○  

エネルギーの創出 ○ ○ 

防災・減災の対策 ○ ○ 

森林の保全  ○ 

里地里山の再生  ○ 

生物多様性の確保 ○ ○ 

雇用の創出 ○ ○ 

各主体の協働 ○ ○ 
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4.2 バイオガスプラントプロジェクト 

4.2.1 背景 

本構想では気象条件の影響を受けにくく、安定したエネルギーとなりうるバイオマスを

活用したエネルギー創出を目的として、乳牛ふん尿を中心とするバイオガスプラントプロ

ジェクトを推進する。また、北海道内におけるバイオマス活用の先進地として、北海道全

域の活性化・発展に資するプロジェクトとなることを視野に検討を進める。 

これまで平成26年度に「西興部村家畜ふん尿バイオマス利用可能調査業務」、平成27年

度に「西興部村バイオマスエネルギー導入事業実施可能性調査業務」を実施している。こ

れらの調査業務では、「農家を対象としたバイオガスプラントの勉強会」「農家ヒアリング

による現状と将来計画、プラント事業への参加意思の確認」などを行っており、それらか

ら考えられる「バイオガスプラント事業モデル案の策定」を行ってきた。 

4.2.2 バイオガスプラント事業案 

 現在、検討を進めているバイオガスプラントモデルは村内酪農家 16 戸のうち 15 戸が参

加する集中型バイオガスプラントである。残りの 1 戸(農業法人)は自己資金でプラントを

建設中であり、集中型プラントが実現できれば村内 16 戸から排せつされるすべての乳牛

ふん尿をバイオガスプラントによって処理することとなる。 
集中型プラントへの参加を検討している 15 戸の経産牛は 1,200 頭程度であるものの、

農家ヒアリングによると 10 年後には 1,300 頭程度まで増頭する見込みである。バイオガ

スプラント事業では長期的な計画が必要であり、将来的な飼養頭数を見越した 1,300 頭規

模のバイオガスプラントをモデルとする。 
生産されたバイオガスは隣接する民間の発電会社へ販売する。発電会社ではこのバイオ

ガスを利用し年間約 2,200MWh の発電が見込まれ、FIT 制度を使って北海道電力へ売電

する。既に北海道電力に対して接続検討を依頼したところ、プラントで生産されるバイオ

ガスをすべて利用できる発電量の売電が可能であり、年間 8,000 万円～9,000 万円程度を

見込んでいる。 
農業法人が自己資金で建設中の個別プラント(1基)は1日当たりの処理量は54.9t/日であ

り、年間約 2,100MWh を発電し、北海道電力へ売電する予定である。集中型プラントよ

りも先に建設されるこの個別型プラントとも連携し、消化液の試験的利用、プラントの視

察などを実施し、建設後に円滑に運営ができるような体制づくりを行う。 
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図 西興部村農家とバイオガスプラント位置図 

 
  

凡例： 

農家 

集中型バイオガスプラント建設予定地 

個別型バイオガスプラント建設地(現在、建設中) 
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4.2.3  酪農業におけるバイオガスプラントの必要性 

 本村の基幹産業である酪農では、飼養頭数の増加やふんの軟便化から乳牛ふん尿の処理

が課題となり、農家の経済的、労働的、精神的な負担となっている。乳牛ふん尿の適切な

処理は酪農業が抱える課題であり、この解決は酪農業の活性化に繋がる重要なテーマであ

る。 
現在、酪農家はふん尿を堆肥化処理とばっ気処理(スラリーストアの導入)を実施し、全

量を農地に還元している。しかし、酪農現場で日常的に処理しなければならないふん尿量

が多く、処理施設の容量や水分調整材の不足などにより、未熟な堆肥や十分に処理されて

いないふん尿が農地に散布されている。これらの散布は、農地土壌への負荷が大きいだけ

でなく、近隣の悪臭、河川の汚染などの環境問題を招いている。 
本村に適したバイオガスプラントによる乳牛ふん尿処理システムを確立することは、ふ

ん尿処理の課題を解決するだけでなく、エネルギーや消化液の利活用によって農家の経営

の向上へと繋がる。 
 

 
 
Ｑ ふん尿処理に問題点はありますか？ 
 16 戸のうち 15 戸(94％)が「問題あり」と回答し、下記の意見が多かった。 
 「堆肥を保管しておく場所や施設がない。」 
「堆肥化するスペースがない。もしくは足りない。」 
「近隣への悪臭。」「水分が多く堆肥化が難しい。」 
「水分調整材が高く、コストが高くなってしまう。」 
「発酵がうまくいかず、生堆肥にしかならない。」 

 
Ｑ 農地における堆肥とスラリー利用の問題点を教えてください。 
 この質問に対して、下記の問題点を挙げる農家が多かった。 
「雑草がたくさん発生してしまう。」 
「遠い農地には散布できていない。」 
「近隣への悪臭。」 
「散布期間が短く、十分に散布できない。」 
「飼料作物の生育がよくない。」 
「散布するための燃料費が高い。」 

 
 

  

農家ヒアリングによるふん尿処理と利用の問題点 
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4.2.4  バイオガスプラントによる酪農家へのメリット 

①営農経費の軽減 

・労働時間の軽減 

バイオガスプラント事業体が原料を回収するため、これまでふん尿処理に要していた

時間が軽減される。 
・化学肥料購入費の削減 

未熟堆肥から消化液に切り替えることで肥料効果が望め、化学肥料購入費の削減に繋

がる。 
・敷料購入費の削減 

消化液を固液分離することで「固」を取出し、堆肥切返しのような作業で好気性発酵

することで再生敷料を生産する。現在、酪農家が地域外から購入している敷料よりも安

い価格で販売することで、敷料購入費の削減となる。 
 

②農地土壌の改善による収量増加と草地更新の延長 

・飼料作物の収量増加 

消化液の利用により飼料作物の収量増加が見込まれ、牧草で 10％、デントコーンで

20％の増加が期待できる(バイオガスプラント導入農家へのヒアリングを参考)。 
・飼料購入費の削減 

飼料作物の収量増加だけでなく、牛の嗜好性の向上により残滓が減少するため、購入

費の削減が期待できる。 
・雑草の軽減による草地更新の延長 

これまで散布していた未熟堆肥では雑草がたくさん発生しており、消化液に切り替え

ることで雑草の発生を防ぐことができ、草地更新の延長が期待できる。 
 

③飼養頭数の増加 

労働時間の軽減や飼料作物の収量増加によって、飼養頭数を増加できる環境となり、地

域全体で搾乳量の増加が期待できる。 
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4.2.5  地域へのメリット 

①酪農家近隣の臭気改善 
これまで酪農家や TMR センターには、近隣住民から未熟堆肥の保管や運搬、農地への

散布に伴う悪臭に関する苦情が届いていた。バイオガスプラントは密閉型の処理施設なの

で、乳牛ふん尿の臭気が周辺に漏れることはなく、生産される消化液もほとんど臭いがし

ない。そのため、酪農家の敷地内だけでなく、周辺の環境改善が期待でき、春や秋の散布

時期でも観光客や訪問者が悪臭に悩むことがなくなる。 
 

②新規雇用の創出 

バイオガスプラントの建設により、プラントの運転管理、原料や消化液の運搬に係る雇

用を 3 名想定している。さらに、発電に伴う余剰熱を温室栽培や乳製品加工などに利用す

ることで、さらなる雇用に繋げることができる。この新規雇用では高齢者や障がい者など

の社会的弱者も参加できる事業となれば、バイオガスプラントによる受益者は酪農家だけ

でなく、地域全体に広がっていく可能性がある。 
 

③後継者・新規就農への支援 

 生き物を扱う酪農業において、家畜ふん尿の処理は避けて通れない課題である。毎日、

家畜から排せつされるふん尿は膨大で、その処理に係る費用や時間は経営の負担となって

いることから、その処理に目を背ける酪農家も少なくない。上述したように、集中型バイ

オガスプラントによるふん尿処理では、事業体がふん尿を回収するため、日々の負担が軽

減されるだけでなく、これまで臭気や処理しなければならないといった精神的な負担も軽

減される。バイオガスプラント建設を酪農業に携わる関係者へのインフラ整備と位置づけ、

これまで汚くて、臭いイメージのふん尿処理がバイオガスプラントによってクリーンなイ

メージに変われば、後継者や新規就農への支援の一つにもなる。 
また、ふん尿処理に必要な施設の更新や機械の導入も経営を継続するかの判断材料であ

る。バイオガスプラントに参加すると、酪農家個人で堆肥舎やスラリーストアなどの処理

施設を所有する必要がなく、多額な投資が必要ないことも経営上のメリットであり、後継

者や新規就農者への後押しとなる。 
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4.2.6 集中型バイオガスプラント事業化に向けた調査 

①集中型バイオガスプラントに参加検討している農家のふん尿量と敷料消費量 

 集中型バイオガスプラントの事業化に向けて、参加を検討している 15 戸のふん尿量と

敷料消費量をヒアリングした。現在、15 戸の経産牛の飼養頭数は計 1,218 頭であり、10
年度では計 1,358 頭まで増加する見込みである。15 戸のうち、1 戸が放牧農家であり、冬

期間だけプラントへの参加を検討している。現状頭数が 39 頭と小規模であるため、原料

調達計画やバイオガス生産量を算出する際には、この放牧農家を除いたふん尿量から算出

する。乳牛ふん尿の中でも経産牛は排出する量が多く、水分率も高いのでバイオガスプラ

ントへの投入を最優先とする。育成牛のふん尿は水分率が高くないので、既存の堆肥舎で

の処理を継続し、徐々にバイオガスプラントへ投入していく。 
 集中型バイオガスプラントでは複数の農家からふん尿を収集する。そのため、各農家の

ふん尿の性状を把握し、収集方法を検討する必要がある。ふん尿の性状が堆肥の場合、バ

ーンクリーナーの下に収集用コンテナを設置し、アームロール車で運搬する。また、スラ

リーの場合、スラリーピットからバキュームカーで吸取り、運搬する二通りである。 
 また、各農家の敷料の種類や消費量も把握しており、今後、プラントの設計をメーカー

へ依頼する際の検討材料とする。 
 

表 集中型バイオガスプラントに参加検討している農家のふん尿量と敷料消費量 

 
 
  

敷料
消費量
(㎏/日)

頭数
ふん尿
(t/日)

消費量
(㎏/日)

頭数
ふん尿
(t/日)

A 堆肥 オガクズ 230 58 3.8 4.0 242 61 4.0 4.2
B 堆肥 なし － 49 3.2 3.2 - 48 3.1 3.1
C 堆肥 オガクズ 660 175 11.4 12.0 852 226 14.7 15.5
D スラリー 古紙 － 80 5.2 5.2 - 80 5.2 5.2
E スラリー なし － 75 4.9 4.9 - 104 6.8 6.8
F 堆肥 裁断した牧草ロール(30㎝程度) 70 25 1.6 1.7 90 32 2.1 2.2
G 堆肥 なし - 50 3.3 3.3 - 47 3.1 3.1
H スラリー なし - 53 3.4 3.4 - 62 4.0 4.0
I スラリー 古紙 - 105 6.8 6.8 - 107 7.0 7.0

J 堆肥
麦稈(45㎏)と
牧草ロール残飼(5㎏、30㎝程度)

50 46 3.0 3.0 51 47 3.1 3.1

K 堆肥 牧草ロールの残飼(30㎝程度) 5 39 2.5 2.5 5 38 2.5 2.5
L スラリー なし － 60 3.9 3.9 - 69 4.5 4.5
M 堆肥 牧草ロールの残飼(30㎝程度) 10 81 5.3 5.3 10 80 5.2 5.2
N スラリー オガクズ 850 245 15.9 16.8 975 281 18.3 19.2
O 堆肥 麦稈 100 77 5.0 5.1 99 76 4.9 5.0

1,975 1,218 79.2 81.1 2,323 1,358 88.3 90.6
1,970 1,179 76.6 78.6 2,318 1,320 85.8 88.1合計(放牧Ｋを除く)

合計

頭数・ふん尿量
農家

ふん尿の
性状

敷料の種類
敷料 頭数・ふん尿量

現状

計
(t/日)

10年後

計
(t/日)
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②農家敷地内の原料運搬ルートの確認調査 

 前述したとおり、集中型バイオガスプラントでは、各農家からふん尿を運搬しなければ

ならない。牛舎からバーンクリーナーでふん尿を運搬し、堆肥化処理している場合、この

バーンクリーナーの下に収集用コンテナを設置する。バーンクリーナーから自動的に収集

コンテナにふん尿が集めることができる。収集用コンテナはアームロール車によって運搬

する。そのため、農家を訪問し、収集用コンテナが設置できるのか、アームロール車が入

っていけるのかなどの視点から農家敷地内の配置を確認した。本村は降雪が多いため、冬

期間の収集ルートも確認済であり、除雪作業が必要であることを農家へ告知している。 
 15 戸のうち 9 戸が堆肥化処理しており、上記の収集・運搬方法を適用する。 

 

 
図 農家敷地内の配置図と収集ルートの例(上：夏期間、下：冬期間) 

 

 
写真 収集用コンテナ(左)とアームロール車(右) 

出典：東北海道いすゞ自動車(株)ＨＰ  
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 スラリーストアで好気性ばっ気処理している場合、牛舎からのふん尿はスラリーピット

に滞留される。スラリーの場合、バキュームカーでスラリーピットから吸取り、収集し、

プラントまで運搬する。既存のスラリーストアは消化液貯留槽として利用するため、各農

家のスラリーストアの容量を確認した。 
 15 戸のうち 6 戸がスラリーストアのばっ気処理しており、上記の収集・運搬方法を適用

する。 

 
図 農家敷地内の配置図と収集ルートの例(上：夏期間、下：冬期間) 

 

 
写真 バキュームカー 

出典：緑産株式会社ＨＰ 
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③北海道電力への接続検討 

 バイオガスプラントは隣接するバイオガス発電会社に生産したバイオガスを販売する。

このバイオガス発電会社が売電し、売電収入によって発電会社建設は投資を償還していく。 

 北海道電力に対してバイオガス発電会社の建設予定地における接続検討を行った。接続

検討結果として、294kWの売電が可能であることが明らかになった。ただし、潮流調整シ

ステム設置費用の一部を負担し年中売電するのか、4月下旬～5月初旬の 2週間の売電を停

止するスケジュール運転を選択するかは今後、検討を進めていく。 

 

④バイオガス生産量の算出 

 集中型プラントへ 15戸が参加したと仮定し、現状の飼養頭数からバイオガス生産量を算

出した。乳牛ふん尿の他、敷料と雑排水が原料であり、1日当たり 89t/日が処理量となる。

これから 1時間当たりのバイオガス生産量が 133m3となる。このバイオガス量を用いて発

電すると、277kWの発電が可能な計算であり、売電すると 86,424千円となる。10年後の

1,320頭では、1時間当たりのバイオガス生産量が 149m3となり、北電からの接続検討結果

である 294kWに対して上限以上に発電(売電)できることがわかった。10年目以降の飼養頭

数では売電上限以上の発電が可能なので、売電できない電力は地域内供給を検討する。 

 バイオガスプラント計画は経産牛ふん尿をベースに策定し、その他の廃棄物系バイオマ

スはバイオガス生産量の増加を期待して投入する。 

 

表 バイオガスプラントによるバイオガス生産量(m3) 

 項目 単位 1年目～9年目 10年目以降 

乳牛頭数 頭 1,179 1,320 

ふん尿量 t/日 76.6 85.8 

敷料 kg/日 1,970 2,318 

雑排水(洗車等) t/日 10 10 

対象処理量 t/日 88.6 98.1 

バイオガス発生量/day m3/日 3,195 3,577 

バイオガス発生量/h m3/時間 133 149 

バイオガス発生量/year m3/年 1,166,175 1,305,605 

発電出力 kW 277 294 

バイオガス消費量 m3/時間 133 141 

バイオガス消費量 m3/年 1,065,000 1,128,960 

年間稼働時間 時間/年 8,000 8,000 

発電量 kWh 2,216,000 2,352,000 

売電収入 千円 86,424 91,728 

発熱量 kW 330 351 

発熱量 kWh/年 2,640,000 2,806,720 

発熱量 GJ/年 9,496 10,096 
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⑤バイオガスプラントの施設規模の算出 

 ④バイオガス生産量と同様に、現状の飼養頭数と原料量からバイオガスプラントの施設

規模の算出を行った。 

 原料槽は 4日分、発酵槽は 40日分のサイズを想定している。消化液貯留槽は散布できな

い冬期間の 180日分と安全率 120％からサイズを算出している。15戸のうち 6戸がスラリ

ーストアを所有している。バイオガスプラント参加後もスラリーストアは消化液貯留槽と

して活用できるため、各農家のスラリーストアの容量から建設する消化液貯留槽の容量の

詳細を決めていく。 

 10年後の見込みとして現状の 1,179頭から 1,320頭に増加した場合、この施設規模でも

原料槽と発酵槽の滞留期間をそれぞれ 3日間、35日間に変更することで対応可能である。 

 

表 バイオガスプラントの施設規模(m３) 

施設名 単位  規模 

原料槽 4日分 m3 356  

発酵槽 40日分 m3 3,560  

貯留槽 180日分×1.2  m3 19,224  
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表 バイオガスプラントプロジェクト 

プロジェクト概要 

事業概要 

・乳牛ふん尿を適切に処理するバイオガスプラント事業である。 

・食品廃棄物、下水道汚泥、エゾシカと体も原料の対象とする。 

・バイオガスプラントは乳牛ふん尿処理施設、バイオガス生産施設とする。生産

したバイオガスは隣接するバイオガス発電会社へ販売する。 

事業主体 西興部村 

計画区域 東興地区 

原料調達計画 

・乳牛ふん尿：対象地域内の農家から年間 27,959t(1,179頭規模)、10年後には年

間31,317t(1,320頭規模)の乳牛ふん尿を調達する。 

・食品廃棄物：年間92.4tを調達する。 

・下水道汚泥：年間67.4tを調達する。 

・エゾシカと体：食肉加工場からの廃棄物を中心に年間6.3tを調達する。 

施設整備計画 

・バイオガスプラント事業 

 本構想で施設整備するバイオガスプラントで生産したバイオガスは隣接する民

間のバイオガス発電会社へ販売する。 

 経産牛 1,179頭の場合 

ガス販売量（ｍ3） 1,042,720 

ガス販売収入（千円） 62,049 

＊ガス販売単価 59.51円/m3とする。 

 

・(参考)バイオガス発電会社 

 バイオガス発電会社は、バイオガスプラントからバイオガスを購入し、発電事

業を行う。この発電会社が発電した電力は FIT制度を活用し北電へ売電する。 

 既に北電から接続検討の回答が届いており、上限 294kW までの売電が可能であ

る。 

 経産牛 1,179頭の場合 

売電出力(kW) 277 

発電機稼働時間(時間) 8,000 

発電量（MWh） 2,216 

売電収入（千円） 86,424 

＊FIT売電：売電価格 39円とする。 

 

製品・エネルギー

利用計画 

・固定価格買取(FIT)制度を活用して、北海道電力に売電する。 

・生産した熱は主にプラント運転のための加温に利用し、余剰熱は温室などの利

用を検討する。 

事業費 643,500千円 

年度別実施計画 

・平成 29年度：実施設計、第 1期建設着工 

・平成 30年度：第 2期建設着工、完成 

・平成 30年度：試運転開始 

・平成 31年度：本格稼働開始 
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事業収支計画（内

部収益率（ＩＲ

Ｒ）を含む。） 

 10年後の飼養頭数は計画であるため、現状の 1,179頭から生産されるバイオガ

ス量を基に事業収支計画を策定する。 

・収入：83,319千円（売電収入を含まない） 

 ふん尿処理費：11,790千円 

 バイオガス販売：62,049千円 

 再生敷料販売：9,480千円 

・支出：51,803千円 

 プラント建設費：16,088千円 

 プラント維持管理費：12,675千円 

 原料輸送費：11,790千円 

 プラント管理人件費：11,250千円 

・収支：31,517千円 

・内部収益率(IRR)：7年目 0.9％、10年目 7.8％、15年目 12.1％、20年目 13.7％ 

平成 28年度に具体化する取組 

・バイオガスプラント計画の策定 

・プラント建設用地の取得 

・北電への接続契約申込み 

・バイオマス産業都市構想に認定されれば、地域バイオマス産業化整備事業へ申請 

5年以内に具体化する取組 

・バイオガスプラントの実施設計 

・バイオガスプラント着工 

・バイオガスプラント本格稼働 

・消化液の散布、利用 

・再生敷料の生産、販売 

10年以内に具体化する取組 

・余剰熱を利用した温室栽培など 

効果と課題 

効果 

・乳牛ふん尿の適切な処理と農家負担の軽減 

・消化液利用による乳牛ふん尿の地域循環と飼料の品質の向上 

・再生敷料の生産による敷料の地域循環 

・飼料の品質向上と再生敷料の利用による牛体の健康向上 

・臭気や地下水(河川)汚染の低減 

・バイオガスプラント事業や余剰熱を利用した事業による新規雇用の創出 

・災害時におけるエネルギーの確保 

課題 
・効率的なふん尿と消化液の回収、運搬 

・分散型消化液貯留槽の配置 
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イメージ図 

 

 

  

図 バイオガスプラントプロジェクトの事業化イメージ図 
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4.3 木質バイオマスプロジェクト 

プロジェクト概要 

事業概要 

・間伐材をチップ化し、村内の温浴施設で木質チップボイラーの燃料として利用

する。 

・冬期間のバックアップとして既存の重油ボイラーを利用する。 

事業主体 西興部村 

計画区域 西興部村内の温浴施設 

原料調達計画 

・木質チップボイラーで年間約600tのチップを利用する。 

・協定を締結している雄武町、興部町、オホーツク中央森林組合、雄武町森林組

合と協議し、チップを安定的に調達する。 

施設整備計画 ・木質チップボイラー(無圧式、出力 240kW)の導入と導入に伴う建屋改修 

製品・エネルギー

利用計画 

・温浴施設においてチップを利用し、A重油の年間消費量を 180kLから 60kLに軽

減する。 

・A重油 120kL分をチップに代替する。 

事業費 

・木質チップボイラー：36,500千円 

・蓄熱タンク：3,300千円 

・取付費、試運転など：7,250千円 

＊機械室とサイロ建築工事、設備工事費は含まない。 

年度別実施計画 
・平成 36年度：協定締結の近隣地域との協議、事業計画の策定 

・平成 37年度：木質チップボイラーの導入 

10年以内に具体化する取組 

・協定締結の近隣地域との協議によるチップの安定供給の確約 

・事業計画の策定 

・木質チップボイラーの導入 

効果と課題 

効果 

・間伐材利用の促進 

・締結の近隣地域との連携強化 

・災害時におけるエネルギーの確保 

・化石燃料消費量と二酸化炭素排出の削減 

課題 ・安定的なチップの確保 
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イメージ図 

 

 
  

図 木質バイオマスプロジェクトの事業化イメージ図 
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5 地域波及効果 

本村においてバイオマス産業都市構想を推進することにより、計画期間内（平成 37 年

度までの 10年間）に村内外への波及効果が期待される。 

 

5.1 経済波及効果 

本構想における 2つの事業化プロジェクトを実施した場合に想定される事業費がすべて

地域内で需要されると仮定し、北海道産業連関分析シート（オホーツク圏）（平成 17年、

65部門）を用いて試算した結果、計画期間内（平成 37年度までの 10年間）に以下の経済

波及効果が期待される。 

 

表 北海道産業連関分析シートによる経済波及効果（単位：百万円） 

都道府県内最終需要増加額 317 

項 目 生産誘発額 粗付加価値誘発額 雇用者所得誘発額 

直接効果 176 88 40 

1次生産誘発効果 39 23 13 

2次生産誘発効果 25 17 8 

合計 240 128 61 

※ 直接効果：需要の増加によって新たな生産活動が発生し、このうち都道府県内の生産活動に影響を及

ぼす額（＝都道府県内最終需要増加額） 

※ 第１次間接波及効果（1 次効果）：直接効果が波及することにより、生産活動に必要な財・サービス

が各産業から調達され、これらの財・サービスの生産に必要とな

る原材料等の生産が次々に誘発されることによる生産誘発額 

※ 第２次間接波及効果（2 次効果）：生産活動（直接効果及び１次間接波及効果）によって雇用者所得

が誘発されることにより、さらにその一部が消費に回ることによ

って生産が誘発されることによる生産誘発額 

※ 総合効果 ：直接効果、1次間接波及効果及び 2次間接波及効果の合計 
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5.2 新規雇用創出効果 

本構想における事業化プロジェクトの実施により、以下の新規雇用者数の増加が期待で

きる。 

表 新規雇用者数 

業務 
新規 

雇用者数 

乳牛ふん尿の回収及び消化液の運搬 3 

消化液の散布、再生敷料の配送 3 

余剰熱を利用した温室栽培など 2 

計 9 

 

5.3 その他の波及効果 

バイオマス産業都市構想を推進することにより、経済波及効果や新規雇用創出効果の他、

以下の様々な地域波及効果が期待できる。 

 

表 期待される地域波及効果（定量的効果） 

期待される効果 指 標 定量効果 

地球温暖化防止 

低炭素社会の構築 

・バイオマスのエネルギー利用 

による化石燃料代替量 

・電気：4,454MWh/年 

集中型プラント：2,352MWh/年 

個別型プラント：2,102MWh/年 

 

・熱：23,787GJ/年 

 集中型プラント：10,096GJ/年 

 (A重油 259kL換算) 

個別型プラント：9,023GJ/年 

(A重油 231kL換算) 

木質バイオマス：4,668GJ/年 

(A重油 120kL換算) 

・バイオマスのエネルギー利用 

による化石燃料代替費 

（電力及びＡ重油換算） 

・135,260千円/年 

電気：102,442千円(23円/kWh) 

熱 ：32,818千円(53.8円/L) 

・温室効果ガス(CO2)排出削減量 

・459t-CO2/年 

 集中型プラント：195t-CO2/年 

 個別型プラント：174t-CO2/年 

木質バイオマス：90t-CO2/年 

リサイクルシステムの 

確立 

・エネルギーの地産地消率 

＝生産されたエネルギーの村内での

消費量／村内で生産されるエネル

ギーの量 

・熱：39.9 % 

(23,787GJ/59,630GJ) 

エネルギーの創出 
・地域エネルギー自給率 

＝バイオマスによるエネルギー供給

・電気：61.0% 

(4,454MWh/7,301MWh) 
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量／村内エネルギー消費量  

・熱：39.9 % 

(23,787GJ/59,630GJ) 

防災・減災の対策 ・電気及び熱の供給量 

・電気：4,454MWh/年 

 

・熱：23,787GJ/年 

 (A重油 610kL換算) 

森林の保全 

里地里山の再生 

生物多様性の確保 

・間伐材の搬出量 

 

・チップ消費量 

・間伐材搬出量：3,302㎥/年 

・間伐材売上額：23,114千円/年 

 (7千円/m3) 

・チップ消費量：622t/年 

流入人口増加による 

経済効果の創出 

・バイオガスプラント及び木質チップボ

イラー導入施設への視察者数 
・視察者数 

各主体の協働 

・小中学校におけるバイオガスプラント

及び木質チップボイラー導入施設への

社会見学 

・見学者数 
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6 実施体制 

6.1 構想の推進体制 

本構想が有効に機能し、具体的かつ効率的に推進するためには、バイオガスプラント事

業に参加する農家がメリットを理解することが重要である。 

そのため本構想では本村が事業主体となり、酪農家や農業関連団体が参加する「西興部

村家畜ふん尿バイオマス事業推進会議」を設置し、本構想の全体進捗供給や課題点の確認、、

村の広報を通じた情報発信等を行う。 

木質バイオマスプロジェクトでは協定締結し、SGEC認証を取得した周辺地域や森林組合

と協議を進め、チップなどの木質バイオマスの安定調達を目指す。 

 

 

 

図 構想の推進体制図 
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6.2 検討状況 

 本村では村が主体となり「西興部村家畜ふん尿バイオマス事業推進会議」を設置し、バ

イオマス産業都市構想策定に向けた検討を行っている。これまでの検討状況を下表に示す。 

 

表 バイオマス産業都市構想策定に向けた取組み 

年 月日 取組内容 内 容 

平
成
27
年
度 

11月11日 

・農家ヒアリング調査 

 

・消化液・再生敷料の利用検討 

・消化液の貯蔵、散布方式の検討 

・建設地、運営方式、補助金の検討 

・北海道電力に対する売電事業の調査 

・バイオガスプラントモデルの作成 

・家畜ふん尿処理の現状把握 

・バイオガスプラント事業に対する要望 

・調査の実施 

・農家からの意見とりまとめ 

・補助金に関する情報収集 

・系統連系調査の実施 

・バイオマス産業都市構想案の策定 

1月18日 

・事業計画素案説明 

 

 

・質疑応答 

・農家ヒアリング結果の説明 

・2つのケースについて説明 

・今後のスケジュールを説明 

 

平
成
28
年
度 

6月10日 

・第１回西興部村家畜ふん尿バイオマス

事業推進会議 

・平成27年度までの取組後の課題を再確

認する。事業運営の組織づくりのため

の検討を行った。 

6月10日

～11日 

・農家ヒアリング調査 ・個別ヒアリングを行い、施設配置や原

料運搬ルートを確認した。 

6月28日 

・第2回西興部村家畜ふん尿バイオマス

事業推進会議 

・農家説明会 

・平成28年度の調査結果を反映したバイ

オマス産業都市構想案を確認した。 

・推進会議とバイオマス産業都市構想の

進捗状況を報告し、合意形成を行った。 

7月8日 

・バイオマス産業都市構想の申請 ・6月までの検討や調査内容をとりまと

め、バイオマス産業都市構想に申請す

る。 
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7 フォローアップの方法 

7.1 取組工程 

実施手法の詳細については、本計画が決定した後も「西興部村家畜ふん尿バイオマス事

業推進会議」が継続して検討を進める。 
 事業改善案についてもとりまとめ、次年度以降の事業に反映させ、事業の安定化、収支

改善を図ることも目標とする。事業評価をとりまとめ、農林水産省担当部署に報告（年 1
回）する。 
本構想における事業化プロジェクトの取組工程を下図に示す。本工程は社会情勢等も考

慮しながら、進捗状況や取組による効果等を確認、把握し、必要に応じて変更や修正等、

最適化を図っていく。原則として、5 年後の平成 32 年度を目途に中間評価を行い、構想の

見直しを行う。 
バイオガスプラントの施設建設工事は平成 29 年度に第 1 期建設に着工、平成 30 年度に

第 2 期建設に着工し、平成 30 年度内の完成と試運転の開始を目指す。平成 31 年度から本

格稼働を予定している。 
本格稼働と同時に消化液の散布や利用、再生敷料の生産と販売も開始する。プラントの

稼働が安定した平成 33 年度頃から余剰熱を利用した温室栽培などを開始する。 
平成 36 年度には木質バイオマスプロジェクトに関して、公共施設へのボイラー導入の

検討や協定締結の近隣地域との協議を行い、事業計画を策定する。本村は平成 19 年に雄

武町、興部町、オホーツク中央森林組合、雄武町森林組合と協定を締結し、緑の循環認証

会議(SGEC)の森林認証を取得しており、木質バイオマスやチップの安定供給に向けた協

議を行う。平成 37 年度は温浴施設への木質チップボイラーの導入を目標とする。 
 

表 本構想の取組工程 

 

 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37
バイオガスプラント計画の策定
プラント建設用地の取得
北電への接続契約申込み
地域バイオマス産業化
整備事業への申請
バイオガスプラントの実施設計
第1期プラント建設着工
第2期プラント建設着工、完成
試運転の開始
本格稼働開始
ガスの販売
消化液の散布、利用
再生敷料の生産、販売
余剰熱を利用した温室栽培など
公共施設へのボイラー導入の検討
協定締結の近隣地域との協議
事業計画の策定
木質チップボイラーの導入

年度
取組項目/取組日程プロジェクト

バイオガス
プラント

プロジェクト

木質
バイオマス
プロジェクト
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 ○ 進捗管理の指標例 

本構想の進捗状況の管理指標例を、プロジェクトごとに次表に示す。 

 

表 進捗管理の指標例 

施 策 進捗管理の指標 

全 体 

＜バイオマス活用施設整備の場合＞ 

・計画、設計、地元説明、工事等の工程進捗 

(遅延している場合はその原因や対策を検討) 

・エネルギー生産量(発電、発熱など) 

・地域内におけるエネルギーの利用量(地産地消率) 

・目標達成率が低い場合はその原因と対策を検討 

バイオガスプラント 

プロジェクト 

・乳牛ふん尿(経産牛 1,320頭の年間31,317t)の回収状況 

・食品廃棄物(年間92.4t)の投入状況 

・下水道汚泥(年間67.4t)の投入状況 

・エゾシカと体(年間6.3t)の投入状況 

・消化液の散布状況 

・再生敷料の生産、販売状況 

・バイオガス生産量目標(年間 112万ｍ3)の達成度 

・売電(年間 91,728千円)の達成状況 

・余剰熱の利用状況 

・トラブルの発生状況 

木質バイオマス 

プロジェクト 

・木質ボイラー導入の検討状況 

・協定締結の近隣地域や森林組合との協議状況 

・間伐材の搬出材積(年間3,302m3)  

・チップの消費量(年間 622t) 
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7.2 効果の検証 

7.2.1 取組効果の客観的検証 

本構想を実現するために実施する各事業化プロジェクトの進捗管理および取組効果の

検証は、各プロジェクトの実行計画に基づき事業者が主体となって 5年ごとに実施する。 

具体的には、構想の策定から 5 年間が経過した時点で、バイオマスの利用量・利用率及

び具体的な取組内容の経年的な動向や進捗状況を把握し、必要に応じて目標や取組内容を

見直す「中間評価」を行う。 

また、計画期間の最終年度においては、バイオマスの利用量・利用率及び具体的な取組

内容の進捗状況、本構想の取組効果の指標について把握し、事後評価時点の構想の進捗状

況や取組の効果を評価する。 

本構想の実効性は、PDCAサイクルに基づく環境マネジメントシステムの手法を用いて継

続して実施することにより効果の検証と課題への対策を行い、実効性を高めていく。また

効果の検証結果を踏まえ、必要に応じて構想の見直しを行う。 

なお、中間評価並びに事後評価については、必要に応じて西興部村家畜ふん尿バイオマ

ス事業推進会議や外部有識者に報告し意見を求め、各評価以降の構想等の推進に反映する。

これによりフォローアップが事業の向上につながるような仕組みづくりを行う。 

 

 

図 PDCAサイクルによる進捗管理及び取組効果の検証  
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7.2.2 中間評価と事後評価 

（１）中間評価 

計画期間の中間年となる平成 32年度に実施する。 

 

１）バイオマスの種類別利用状況 

2.1項の表で整理したバイオマスの種類ごとに、5年経過時点での賦存量、利用量、

利用率を整理する。 

これらの数値は、バイオマス活用施設における利用状況、廃棄物処理施設の受入量

実績値、事業者への聞取り調査、各種統計資料等を利用して算定する。 

なお、できる限り全ての数値を毎年更新するように努めるとともに、把握方法につ

いても継続的に検証し、より正確な数値の把握、検証に努める。 

 

２）取組の進捗状況 

7.1項の取組工程に基づいて、2つの重点施策ごとに取組の進捗状況を確認する。 

利用量が少ない、進捗が遅れている等の場合は、原因や課題を整理する。 

 

３）構想見直しの必要性 

進捗状況の確認で抽出された原因や課題に基づいて、必要に応じて目標や取組内容

を見直す。 

 

①課題への対応 

各取組における課題への対応方針を整理する。 

 

②構想見直しの必要性 

①の結果を基に、西興部村バイオマス産業都市構想や各施策（プロジェクト）の実

行計画の見直しの必要性について検討する。 

 

４）構想の実行 

目標や構想を見直した場合を含めて、その達成に向けた取組を実施する。 
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（２）事後評価 

計画期間が終了する平成 37年度を目途に、計画期間終了時点における（１）と同じ「バ

イオマスの種類別利用状況」「取組の進捗状況」に加えて、以下の項目等について実施

する。 

 

１）指標の設定 

バイオマスの利用量・利用率以外に、本村の取組の効果を評価・検証する指標によ

り効果を測定する。 

評価指標は 7.3項の例を参考にして設定する。 

 

２）改善措置等の必要性 

進捗状況の確認や評価指標による効果測定等により抽出された各取組の原因や課題

について、改善措置等の必要性を検討・整理する。 

 

３）総合評価 

計画期間全体の達成状況について総合評価を行う。 

前項で検討・整理した改善措置等の必要性や社会情勢の変化等を踏まえ、計画期間

終了後の目標達成の見通しについて検討・整理する。 

西興部村家畜ふん尿バイオマス事業推進会議会に上記内容を報告し、次期構想策定

に向けた課題整理や今後有効な取組について助言を得て検討を行う。 
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8 他の地域計画との有機的連携 

本構想は村の計画において「やすらぎ、かがやき 夢ファーム にしおこっぺ」の実現

を目指す「西興部村総合計画」を最上位計画として、関連性の高い個別計画など連携、整

合を図りながら、バイオマス産業都市の実現を目指す。 

この他、必要に応じて、周辺自治体や道外等を含む関係機関における構想・計画・取組

等とも連携を図りながら推進する。 

 

表 本構想と連携する地域計画一覧 

計画名 策定時期 期間 概要 

第4期西興部村総合計画 平成 24年 3月 平成 24年度

～ 

平成 33年度 

家畜ふん尿を草地・飼料畑に還元し、

環境負荷の少ない循環型酪農の維持推進

を目指すことに加え、新エネルギーの調

査・研究にも言及している。 

西興部村過疎地域自立

促進市町村計画 

平成 28年 3月 平成 28年度

～ 

平成 32年度 

過疎地域の自立促進のため、産業振興

も含めた総合的な計画で、過疎対策事業

債等財源確保を図る。 

まち・ひと・しごと創生

人口ビジョン・総合戦略 

平成27年12月 平成 27年度

～ 

平成 31年度 

人口が減少する中にあっても、基幹産

業である第一次産業を柱とする産業活性

策により雇用を確保する「しごと」と「ひ

と」の創生により、「まち」の創生を目指

す。 

西興部村酪農近代化計

画 

平成 28年 6月 平成 28年度

～ 

平成 37年度 

畜産クラスターの取組を積極的に推進

し、計画的な草地整備や家畜ふん尿バイ

オマスなど資源循環による自給飼料の増

産や TMRセンター活用や広域預託牧場利

用等農作業の委託など、労働負担軽減と

生産コストの低減に向けた取り組みを推

進する。 

西興部村畜産クラスタ

ー計画 

平成26年12月 平成 27年度

～ 

平成 31年度 

施設・圃場等の基盤整備拡充や飼料生

産組織等の高度化によるコスト低減化に

おいて地域全体の酪農・畜産の収益向上

を実現させる。 

西興部村一般廃棄物処

理基本計画 

平成 25年 3月 平成 25年度

～ 

平成 39年度 

ごみ処理及び生活排水処理に関して、

本村が今後目指すべき循環型社会の基本

的考え方を明確にし、長期的な視野に立

った総合的な方針である。 

西興部村鳥獣被害防止

計画 

平成 26年 3月 平成 26年度

～ 

平成 28年度 

有害鳥獣の生息数減少を図るため、猟

友会、猟区管理協会及び農林関係機関・

団体と連携した被害防止の取り組みを行

う。 
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図 他の地域計画の連携イメージ図 

 

西興部村一般
廃棄物処理基

本計画

西興部村
鳥獣被害
防止計画

西興部村酪農近代化計
画

西興部村バイオマ
ス産業都市構想

まち・ひと・しごと
創生人口ビジョン・

総合戦略

西興部村過疎地
域自立促進市町

村計画

西興部村畜産
クラスター計

画

第 4期西興部村総合計画 
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